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JPFP設⽴50周年特集 #1
 

国際⼈⼝問題議員懇談会（JPFP）は、1974年に設⽴された世界で最も⻑い歴史を持つ⼈⼝と開発に関する議員グループです。設⽴以来、

各地域・各国の議員グループの結成を強⼒に⽀援し、世界的な議員ネットワークという画期的な枠組みを作りました。2024年に迎える設

⽴50周年を記念し、これまでのJPFPの功績を複数回にわたりご紹介します。

 

“持続可能な開発コンセプトへの貢献”

持続可能な開発⽬標（SDGs）の基となる「持続可能な開発」の概念の形成には、JPFPに関わる⽇本の政治家が深く関与しました。これ

は、1984年に設置された「環境と開発に関する世界委員会」（WCED、通称ブルントラント委員会）の報告書で打ち出されましたが、同

委員会は、当時JPFP会⻑だった福⽥赳夫 元内閣総理⼤⾂を中⼼に、⽇本の国会議員が⽇本政府を通じて国連に働きかけ、⽇本の拠出によ

り設置されました[1]。

 

1982年5⽉、UNEP管理理事会特別会合（ケニア・ナイロビ）に、⽇本政府代表として参加した原⽂兵衛 環境庁⻑官（JPFP幹事）は、国

連に地球環境問題を検討する賢⼈会議を設けるべきであり、⽇本はその費⽤を負担する⽤意があると⾔明しました[2]。翌年、国連総会を

経てWCEDは設⽴されました。

 

WCEDは、グロ・ハーレム・ブルントラント 元ノルウェー⾸相を委員⻑として、1984〜87年にわたり活動を展開し、1987年2⽉、東京

における最終会合で「東京宣⾔」を採択し、同年4⽉に報告書「Our Common Future」を発表しました。その中で、持続可能な開発を、

「将来の世代がそのニーズを満たせる能⼒を損なうことなしに、現在のニーズを満たす開発」と定義しました。

 



 

 

[1] 福⽥康夫 元内閣総理⼤⾂インタビュー（2021年1⽉）

https://www.apda.jp/news_activities/interview/no001.html 

[2] 「第8回APDA会議議事録」⼤来佐武郎 元外務⼤⾂ 基調講演（1992年）

https://www.apda.jp/pdf/p02_apda/The_8th_APDA_Meeting_ja.pdf

 

妊産婦死亡調査に関するオンラインセミナー開催

6⽉28⽇、アジア⼈⼝・開発協会（APDA; JPFP事務局）は、国連⼈⼝基⾦（UNFPA）アジア太平洋地域事務所（APRO）、世界保健機

関（WHO）とともに、オンラインセミナー「妊産婦死亡調査（MPDSR: Maternal and Perinatal Death Surveillance and Response）

の法的枠組み強化」を開催しました。

MPDSRは、妊産婦・新⽣児の死亡を特定・分析し、その教訓から予防対策をとるシステムとして、WHOが推奨し、近年多くの中低所得

国で実施されています。

セミナーでは、UNFPA及びWHOの専⾨家が、アジア太平洋地域におけるMPDSRシステムの導⼊状況、さらに法で定めた説明責任のある

MPDSRシステムを確⽴するための国会議員の役割について発表を⾏いました。続いて、バングラデシュ、ネパール、オーストラリアの国

会議員が、各国の経験を共有しました。

https://www.apda.jp/news_activities/interview/no001.html
https://www.apda.jp/pdf/p02_apda/The_8th_APDA_Meeting_ja.pdf


 

 

APDAが2団体とMOUを締結

アジア⼈⼝・開発協会（APDA）は、ソウル⼤学国際開発評価センター（CIDE）並びに世界スマートシティ機構（WeGO）と、それぞれ

了解覚書（MOU）を締結しました。

CIDEは2014年に発⾜し、国際開発分野の評価を専⾨とする研究センターとして名⾼く、CIDEとAPDAは相互の関⼼分野で、学術的な連

携・協⼒を推進します。

WeGOは、持続可能な「スマートシティ化」の促進に向けて、2010年に50の創⽴メンバー都市によって設⽴された国際協議体です。事務

局をソウル市に置き、現在は200以上の世界各地の都市・企業が会員として参加しています。MOUのもと、WeGOとAPDAは、⽇本と韓

国における持続可能な⼈間中⼼のスマートシティの開発を推進するために、様々な形で協⼒を進める予定です。

■    WeGOウェブサイト

WeGOとAPDA、⽇本におけるスマートシティ連携強化に向けてパートナーシップを強化 （英語）

 

JPFP
国際⼈⼝問題議員懇談会（JPFP）は、1974年に設⽴された世界で最も⻑い歴史を持つ⼈⼝・開発問題に関する超党派議連です。JPFPは、APDAと⼀体となっ
て、⼈⼝・開発に関する議員ネットワークを作り、多様な知⾒や経験を共有し、具体的な成果につなげてきました。

詳しくはこちら

 

JPFPご⼊会を希望される場合は、apda@apda.jpまでご連絡下さいますようお願い申し上げます。

APDA
公益財団法⼈アジア⼈⼝・開発協会（APDA）は、1982年の設⽴以来、JPFPの事務局を務めています。

詳しくはこちら

本ニュースレターは、国際家族計画連盟（IPPF）並びに賛助会員の⽅々のご⽀援を受けて発⾏しています。

https://we-gov.org/news-2023/wego-and-apda-step-up-a-partnership-to-strengthen-smart-city-cooperation-in-japan/?ckattempt=1
https://www.apda.jp/about/jpfp/index.html
mailto:apda@apda.jp
https://www.apda.jp/


 

国際⼈⼝問題議員懇談会（JPFP）事務局

公益財団法⼈アジア⼈⼝・開発協会（APDA）

〒105-0003東京都港区⻄新橋2-19-5-8F

TEL: 03-5405-8844 FAX: 03-5405-8845

E-mail: apda@apda.jp Website: https://www.apda.jp/
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